
91.7%

77.8%

66.7%

58.3%

47.2% 

38.9% 

13.9% 

36.1% 

44.4% 

19.4% 

従業員が相談しやすい窓口・
対応時間の拡大として

ハラスメントの早期発見・
早期解決のため

匿名で相談できる窓口として

安全配慮義務、
リスク対策、体制整備として
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ご利用中のサービスの
「総合満足度」はいかがですか

利用目的から見て、当社のサービス
はお役に立っていますか

ご利用中のサービスの利用目的を教えてください
（複数回答可）

満足度・お役立ち度

　こころと暮らしのほっとラインの
クライアント約��社のうち、��社
の企業担当者様にご回答いただ
きました。
　総合満足度についてアンケート
調査を行った結果、��.�％の方か
ら「満足」「どちらかと言えば満足」
との評価をいただきました。当
サービスについて「役に立ってい
る」「ある程度役に立っている」と
回答した方は��.�％。報告書につ
いて「満足」「どちらかと言えば満
足」と回答した方は��.�%。今回
お寄せいただいた様々なご意見を
参考に、より一層のサービス向上
に努めて参ります。

サービスの利用目的

　当サービスの利用目的として最

も多かった回答は、前年同様に
「従業員が相談しやすい窓口・対
応時間の拡大として」です。「匿名
で相談できる窓口として」「ハラス
メントの早期発見・早期解決のた
め」「安全配慮義務、リスク対策、
体制整備として」が多いのも前年
と同じで、「安全配慮義務～」の割
合は��％以上増えました（前年
��.�%、今年��.�%）。

安全配慮義務

　安全配慮義務は、使用者（事業
者）が労働者の心身の健康と安全
を守るために配慮すべき義務のこ
とをいいます。長時間労働による
健康被害やパワーハラスメント等
によるメンタルヘルス不調など、
労働者の心身の健康が脅かされ
るケースは様々あり、それらに対
し使用者（事業者）は必要な措置、 〈回答数＝��〉

当社のサービスを
他社にお薦めしようと思いますか

※�点（お薦めしたくない）～��点（お薦めしたい）

〈回答数＝��〉〈回答数＝��〉〈回答数＝��〉

手段を講じる必要があります。そ
の手段・対策としてメンタルヘル
ス相談窓口を設置することは有効
とされています。

86.1% 

13.9% 
4～6点

0～3点
0.0%

満足

どちらかと
言えば満足

どちらとも
言えない

役に立っている
ある程度
役に立っている

どちらとも
言えない

あまり役に立っていない
役に立ってない

0.0%
0.0%

やや不満
不満

0.0%
0.0%

※構成比は小数点以下第�位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも���%にはなりません。

7～10点



メンタルヘルスケアに関する取り組み
の中で効果があると実感できたものを
全てお教えください　　　（複数回答可）

●メンタルヘルス対策

　「メンタルヘルスケアに関する取
り組みの中で効果があると実感でき
たもの」については、「従業員への教
育研修・情報発信」が��.�％と最も
多く、次いで「職場復帰における支
援」、「外部相談窓口を設置した」、
「管理監督者への教育研修・情報提
供」という順番になりました。
　従業員全員がメンタルヘルスケア
について正しい知識を持っていれ
ば、ストレス予防もしやすくなりま
す。また、管理監督者は従業員から
の相談に対応するなど職場改善の
役割がありますが、同時に企業の窓
口担当者や管理職の方といった管

理監督者自身のメンタルヘルスケア
対策も大切です。
　従業員のメンタルヘルス不調の原
因として、しばしば挙げられるのは、
「職場の人間関係の悪化」、「上司・部
下のコミュニケーション不足」です。
ハラスメントがこれらに起因すること
も少なくありません。つまりメンタル
ヘルス不調者を減らすには、ハラス
メント対策も講じ、職場環境を改善
させることが不可欠です。個人のメン
タルヘルスケアのみに注力しても、
職場環境は改善されません。

●働きやすい環境作り

　����年度のクライアントアンケー

トでは、「育児休暇取得」や「LGBT支
援」に関する設問項目を追加しまし
た。「育児休暇取得」に関しては、多
くの企業担当者様が管理職や経営
層に対し、育休への理解を深める取
り組みを実施しています。その成果
として、男性の育児休暇の取得が
「増えている」と回答した企業は
��.�%に達しました。
　「LGBT支援」の設問についても、
「LGBTに関する研修や周知を行っ
ている」「LGBT支援に関する方針等
を策定している」等の回答が多く見
られました。各企業様において、従
業員の方が働きやすい環境にすべ
く、法改正等も考慮しながら様々な
対策を講じているようです。

メンタルヘルス不調につながる要因
と思われるものを全てお教えください
　　　　　　　　　　　　　　（複数回答可）

〈回答数＝��〉 〈回答数＝��〉

企業の窓口担当者が感じている課題

●メンタルヘルス問題に対するまわり（社
　内）の理解。

●メンタル不調を繰り返す社員への対応。

●役職者同士の結婚後の単身赴任。

●産業保健スタッフの確保、連携。

●部下から上司に対するハラスメント。

●不調者の休職時や、不調者に業務的な
　配慮をした場合、他の社員がカバーを
　する余裕がない。

LGBT支援に関して
どのような取り組みを行っていますか
　　　　　　　　　　　  （複数回答可）

〈回答数＝��〉

82.9%

74.3%

74.3%

74.3%

65.7%

職場の人間関係

本人の性格の問題

仕事量・負荷の増加

上司・部下のコミュ
ニケーション不足

仕事の責任の増大

28.6% 

25.7% 

14.3% 

11.4% 

8.6% 

LGBTに関する
研修や周知を行っている

LGBT支援に関する
方針等を策定している

人事や福利厚生制度の
見直しを行っている

トランスジェンダーの
従業員が働きやすい

環境の整備を行っている

LGBTに関する
相談窓口を設置している

48.6%

45.7%

42.9%

40.0%

34.3%

従業員への教育
研究・情報提供

職場復帰に
おける支援

外部相談窓口を
設置した

管理監督者への
教育研修・情報提供

従業員のストレスの
状況などについて

調査票を用いて調査

●メンタルヘルスは健康上の問題とは認
　識されにくく、科学的に対応するより精
　神論で解決しようとする傾向がある。

●両立支援の仕組みを検討しているが、
　状況が様々で、その都度対応している状
　況だ。

●テレワークが増えたことで、メンタルヘ
　ルス不調者の発見が以前よりも遅れて
　いるように思う。復職後もテレワークと
　なるため、様子が分からない。

42.9%

31.4%

31.4%

22.9%

育休への理解度を
高める取り組み
（管理職向け）

育休への理解度を
高める取り組み
（経営層向け）

取り組みはない

育休中の従業員と
会社とのコミュニ

ケーションを活性化

男性の育児休暇の取得を促すための
取り組みを行っていますか（複数回答可）

〈回答数＝��〉


